
これからの学校経営と学校改革への視点

一効果を生み出す学校運営と学校組織の在り方一
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V要旨

20日年12月に中央教育審議会は3つの答申を出し，図の教育政策が急速に動いている。その

答申におけるキーワードは「チームとしての学校Jrカリキュラム・マネジメントJrアクテイ
プ・ラーニングJrコミュニテイ・スクールJr学校運営協議会Jr地域学校協働本部」などであ
る。本稿では，こうした答申に盛り込まれた課題などにも触れながら，様々な書籍などに紹介

され.成果を上げている学校の実践や学校運営.学校組織の特徴を分析する。さらに地域から

信頼され子どもたちが楽しく元気に学ぶ学校づくりはどのようにすればよいのかについて.21 

世紀の厳しい社会的背景の中で.学校経営の在り方をもとに.校長のマネジメント.学校組織

やミドルリーダー，教職員の同僚性.カリキュラム・マネジメントなどに注目しつつ.学校づ

くり.学校改善がうまく機能している事例を考察し述べてみたいD

I はじめに

20日年12月に中央教育審議会(以下「中教審」と略)は3つの答申を出している。その答申

のうち.iチームとしての学校の在り方と今後の改善方策について」において，チームとしての

学校が求められる背景として「アクテイプ・ラーニングJの視点を踏まえた指導方法の不断の
見直し等による授業改善と「カリキュラム・マネジメントJを通した組織運営の改善に一体的
に取り組むことが重要である.と述べている。さらに.コミュニテイ・スクールや様々な地域

人材等との連携・協働を通し教育活動を充実させていくこともあげており その一方では.社

会や経済の変化に伴う子どもや家庭，地域社会が変容し.生徒指導や特別支援教育等に係る謀
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題が複雑化・多様化し.学校や教員だけでは十分に解決できない課題も増えていることもあげ

ている。また，欧米諸国の学校との比較の中で 日本は子どもに対して総合的に指導を行うと

いう利点がある反面.業務を際限なく担うことにもつながりかねないという側面があり.国際

調査において我が図の教員は幅広い業務を行い労働時聞が長いという結果を紹介しているo

こうした状況への対応として「チームとしての学校Jの体制整備をあげ，学校や教員が心理
や福祉等の専門家や専門機関と連携・分担する体制を整備し 学校の機能を強化することが重

要と述べている。

以前から多様な問題に対する対応として，佐藤学 (2014)が「よい学校とは.問題のない学

校ではない。問題を共有している学校である」と述べているように.学校で起こる問題につい

ての対応として，教職員の共通理解と協力が必要なことは様々な文献でも述べられてきたこと

であり，学校運営にチームワークが必要であることは特に新しいことではない。今回の答申が

述べているチームとは.教員以外の専門家スタッフを含めた「チーム」という点であることが

注目される点である。

ただしこの答申について報道した『朝日新聞 (2015.12.11)jの記事によればI 1文部科学

省は2016年の通常国会でこの答申に沿って学校教育法などの改正案を提出し，その法案は早け

れば2017年度に施行されることになっているが財政事情との関係で全校配置の実現は見通せな

い状況である。学校現場では，教員による個別対応が必要な障害のある子や不登校が増加。貧

困や虐待といった福祉分野の支援が求められる課題も多い。文科省の調査では小中高校の約74

%が専門家スタッフの必要性を感じていた。人数が少ない上，勤務日数が限られていることな

どが課題とされている。子どもたちの教育活動の充実に向けて，この『チームとしての学校j

が実現できるのかについては.財政上の問題が大きいJという。また.佐藤 (2015)は『専門
家としての教師を育てるjにおいて 11974年の人材確保法により教師の給料は一般行政より二

割高い優遇措置がとられてきたが，その後の地方財政の逼迫による給与削減で給与のメリット

は失われ.それに加えて多忙化が進行しI TALIS調査(1)では労働時間は調査対象国の中で最悪

である。一中略ーこの状況のままでは教職に優秀な人材を確保するのは不可能であるJまた.
「専門家文化.校内研修の文化がこの30年間衰退し 形骸化し続け教師を現場で専門家として育

てる機能を弱めているJと述べている。
こうした中で，地域から信頼され子どもたちが楽しく元気に学ぶ学校づくりはどのようにす

ればよいのか。 21世紀の厳しい社会的背景の中で，学校経営の在り方をいくつかの実践事例を

もとに分析し校長のマネジメント，学校組織やミドルリーダペ教職員の同僚性，カリキュ

ラム・マネジメントなどに注目しながら，学校づくり，学校改善がうまく機能するのはどのよ

うな場合なのかを考察してみたい。

E 学校教育を取り巻く社会情勢

西田芳正 (2009)は，学力のばらつきに見られる特徴的なパターンに注目し，それまでは得

点分布の中ほどにピークがあったのに対して，成績の上位と下位にそれぞれピークがみられる

12こぶラクダ」現象が現れたことに触れ，勉強離れ.低学力化が進む一群の層が現れて得点下

位のコプが現れたこと さらに近年では下位層のコプの量的拡大と更なる低学力化の傾向が進
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んでいると報告している。

また.2013年の日本の子どもの相対的貧困率は16.3%となり.r貧困Jという言葉が注目を集
めている。学生の中にも.r貧困Jに附する木を読み，社会の中で役に"51.ちたいという者が多
く，時代の要簡を しっかりと受け取っていると感じることも多い。1]本で格差社会についての

議論が注目されてきたのは1990年代末からであり 親の学係 職業.所持ーなどが子どもの到達

学歴などに強く関連することが慌認されている。親の階層的位'li'i:が子どもに引き継がれ再生産

されていくのは経済的な而が大きく日本の教育費が先進国の中で~'~jv、ことが関係している。

湯浅誠 (2015)は.r格差社会は|燐に人がいなくなる社会で.所得階府のグラフで言えばかつ
ての日本は中間府が分厚い椛造であったが，今は上下に引っ張られ創11長くなっている。各階!日

では，械にいる人が減るわけで.それは.価値観の面でもそうなってきています。一 中略-

fいまだに貧乏な家庭からでも大成した人はいる。貧乏なんて自己11・任だjと言う人がいますが
これだけそれに反するデータが出ていても，その思い込みから抜けられない人をデータで説得

するのは難しい」と述べている。

次のグラフ(図 1)は. 1:1*学生支援機構の奨学金を受給している学生の告IJ合である。
大学院11!1士課税の場合は，以前から奨学金を受けている学生が多くいるが，大学学部(中IHJ

部)の奨学金受給率が50%を超えたのは2010年以降である。

1990年代に20%であった奨学金の受給率が2010年に50%を超えた割111:1として.大学進学:率が

2009年度以降50%を超えたii問中もあると思うが 返済が必要な奨学金を年々相当数の学生が背

負う状況が見えてく る。こうした状況は.大学に進学し就職したとしても.就労が上手くいか

ず.転職もできなかったとすれば.非正規の就労しかなくなる状況が生まれ.奨学金が借金と

してのしカ、ヵ、ることになる。

このようにして生活困難な状況が突然、生じることも現在の社会??対としてあり.さらに.

とり親家庭で育つ子ども，不利な条件の地域で育つ子とも.少子化 ・核家族化という状況は，

現在の学校を取り巻く大きな制組である。

ひ
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学力格差の問題について，西田 (2009)は.r学力格差は小学校の高学年段階から明確にな
り.中学校でさらに拡大する。困難な家庭で生育する子どもたちが.小学校高学年や中学校に

なった段階で学習離れを始めるという経過ではないだろうか」と述べている。

このような学力格差が生じる背景には.家庭の厳しい経済状況や不利な家庭条件があれば当

然として. しんどい傾向が生まれることになり.公教育の責務として. しんどい学校(2)に対す

る人の配置や経済的措置がデータに基づいて配分されることが必要である。かつて，フィンラ

ンドが経済危機に陥ったとき.教育にお金をかけ国の財政を立て直そうとしたことは.様々な

書物で紹介されているが，日本もしっかりとした仕組みを作っていくことが重要であると考え

る。

そうした点から.20日年の中教審答申の「チームとしての学校Jが，財源に裏打ちされ.しっ
かりと機能するような政策として実現されることを願う。

かつて日本の施策として.生徒指導の困難校に加配教員が配置され 様々な取り組みがなさ

れているケースはたくさんみられたが.教員の数だけでなく，事務職員.スクールカウンセ

ラー，スクールソーシャルワーカーを学校等に置いて，それぞれの職務内容を明確化し教職

員との協働のもとで子どもや家庭の支援を行う体制は，教員がしっかりと子どもたちの実態を

踏まえ，学習指滞や生徒指導等に取り組む指導体制の充実につながる。今後の動向に注目した

v¥。

E 学校の実践事例から

1 .小学校の事例

大阪市住吉区にある大阪市立大空小学校を2016年2月に訪れたのは2015年2月に文部科学省

特別選定となったドキュメンタリー映画『みんなの学校』を知り，その取り組みがまとめられ

た『みんなの学校が教えてくれたことJ(木村.2015)を読んで.是非その学校を見たいと考え

たからである。

校則はないが.r自分がされて.いやなことは人にしない.言わないJというたった一つの約
束があり，子どもはこの約束を破ると「やり直しの部屋Jと呼ばれる校長室にやってくる。特
別支援学級はなく.通常学級ですべての子どもたちが学ぶ。全国学力テストのB問題は全国平

均を上回る。小学校5年生まで不登校だ‘った子が.この学校の存在を知り.母親に相談して住

所変更しほとんど休まず卒業した話など.不登校はゼロ。すべての子どもがどもに学び合う

学校がどのように運営されているのか。教職員はどのような教育活動をしているのか教育社会

学を志す学生を連れてこの学校の取り組みを学ぶことができた。

私たちは月眼目の朝訪問した。月曜日 1時間目はこの学校の根幹を築いた「全校道徳」が行

われるからである。電話で訪問を事前に依頼したとき 応対に出た教頭から「見学に来られる

方は，一緒にサポーターとして子どもたちの輸に入ってくださいjと告げられた。学校に着く

と，私たちの名前を魯・いたカードがちゃんと準備されていて.それを付けて入ることとなった。

私たち以外に京都のある大学教員が院生と学生30名ほどを連れて同席していたほか.関東など

からも10名あまりの教員が学びに訪れていた。
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校長がホワイトボードに書くテーマを子どもたちゃ教員 保護者が大きな半円になり見つめ

ている。しばらくすると.テーマに基づいて. 6年生がリーダーになったグループが40以上講

堂にできる。私たちもそのグループにサポーターとして入った。 15分後の発表は自発的にリー

ダーの6年生が挙手をしてどんどん発表する。これを繰り返しながら下級生は上級生となった

ときどうするかを自然に学んでいく。さらに驚いたのは.はじめの集合の際.教員が前に立っ

て号令をかけて整列させることはなく.子どもたちが自発的に並ぶことである。 6年生が先頭

に立ち，支援が必要とされる子どもたちも並んでいる。また この日は2時間目の授業のあと

大空コンサートの練習があり.こちらにもサポーターとして参加させていただいた。大空小学

校にとってコンサートは単なる音楽発表会ではなく「ふれあい科」と「音楽Jの融合による指
導計画に基づいて実施されている。こちらでも驚いたのが教員の号令は一切なく，ピアノの演

奏で子どもたちが整然、と舞台に移動し歌い終わると元の席に戻る光景であった。授業はどの

教室も「学びの共同体」のコの字型で席が配置され.支援の必要な子どもたちもともに学んで

いる。

校長の仕事として.r実践した事実をつくるJをあげ.来年検討しますとは言わない校長の
リーダーシップは極めて大きいが，学校運営の在り方として考えると.rr力のある学校Jの探
究J(志水編.2009)にまとめられているいくつかの点がみえてくる。「子どもが学ぶ・子ども
同士が学び合う・大人が学ぶ・大人同士が学ぶ・子どもと大人が学ぶ」というこの小学校で常

に大切にされているキーワードであり.教職員の同僚性である。また.すべての教員が常に授

業を開いていて互いの授業から学ぶ教員の姿があることである。佐藤 (2015)が f専門家とし

て教師を育てるjにおいて21世紀の教師像としてあげている「教える専門家から学びの専門家

へ」という教育実践が学校運営の中で行われている。職員室は.話を聞いてくれる大人がいる

部屋となっており.スタッフルームと表示されていた。すべての職員がともに学校を創るとい

う方針が貫かれていることも大きい。「教員の力量に差はあっても.担任の責任ではなく学校の

責任としてチーム力を高めれば子どもは育ち.保護者も子どもの姿を見て安心する」と校長が

述べているように.信頼のサイクルが生まれている。また.カリキュラム・マネジメントでは

rPDCAというサイクルを回すJという取り組みが必要であるが.子どもたちの状況をみて「実
践した事実をつくるJとすれば.それはPDCAのサイクルを回すのではなく. SPD (see plan 

do) というサイクルになる。自の前にいる 3年生のその子. 4年生のその子は次の年はいない

という経営理念がしっかりと子どもを育てる学校をつくっている。

2. r公立小学校の挑戦J(志水宏吉， 2003)から

この本に紹介されている小学校の場合.算数と国語の学力テストの点数が対象校の中で首位

という驚くべき高さである。その要因として参与観察を行った志水が挙げている 5つの要因は

以下のとおりである。

(1) 教師問での「子ども像Jの共有とそのもとでの協働
教育集団内の意思統一のレベルが他校に比べて圧倒的に高い水準で.子ども観.指導観

が十分に共有されチームワークによって統一的な指導が展開されている。インフォーマル

な打ち合わせが毎日のように行われている。
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(2) 子ども一人ひとりの学びを促進する学校環境・学習集団の成立

わからないときにわからないと言える学習集団づくりという言葉があり.集団づくりの

徹底した指導がある。人のことをバカにしたりする発言が子どもたちから出てこない。

(3) 学校での学びと家庭での学びの有機的なリンク

低学年では 1時間.高学年では1時間半という家庭学習を課しており.プリント.計算

ドリル，本読みなど生活の中に定着している。

(4) 基礎学力定着のための指導の徹底

算数と国語を中心にした少人数授業で TTの教員間で板番がほとんど同じというレベル

まで綿密に打ち合わせられている。

(5) 診断テストによる継続的なチェック

教科部会で分析され.過去のデータと比較しながら翌年の指導方針が決められていく。

日常的な単元末テストや期末テストも綿密に行われ，学力の定着状況が恒常的にモニター

されている。方針決定→活動の実施→結果の総括というサイクルが徹底した形で追及され

ている。

また.総合的な学習の時間は，まちに出かけ，参加，体験.交流を通して子どもたち自らが

主体的に学ぶという実践である。 2013年に中教審は「今後の青少年の体験活動の推進についてJ
という答申を出しているが，そうした理念がしっかりと織り込まれている。

著者は，この学校の教育活動を解く鍵は，教師集団のユニークさにあると述べている。学校

の伝統の根幹をなすのは「組織・チームワークで動く」というスタンスで「スーパースターは

いらない」といった言葉をよく聞く。また，教員が語る言葉には「ひとりの子どもを学級担任

だけが，見るのではなく，学年全体，学校全体で育てていこうというところ，ひとりの子ども

を複数の目で見ながら，その子の良さ，カラーは何で，どうしていこうというのをみんなの先

生と話ができるJと述べており，さらに「教師集団の中に厳しさと温かさがあり.先輩教師が
教師集団のリーダーとなり.職員室での教師の成長が先輩教師の喜びとなっているという.子

どもたちの集団づくりと同じアプローチが教師の育成の中心にあり.教師集団が驚くほど仲が

良いように見受けられる」と.この学校の感想を述べている。

また，こうした取り組みの中で.志水は社会関係資本の力というものの意味に触れ.r社会関
係資本Jとは.r人間関係が生み出す力」であり.rこの小学校の抱える社会関係資本は.高水
準に増殖しているように思われる。外部との関係で言えば.学校と親.学校と地域社会.学校

と教育委員会.学校と他の校図等.内部的に言えば管理職と一般教師.教師と事務職員.教師

同士.教師と子ども，そして子ども同士の聞に確かな信頼関係が築かれ大量の社会関係資本が

蓄積されているJと述べている。この学校の事例は，学級王国ではなくチームワークで動く学
校，教員の協働の中で子どもたちの協働価値が根付いていくことにつながる事例である。先輩

教員がリーダーとなり，後援の教員が育つ配慮がなされている学校の姿は，担任として責任を

感じ一人で悩む教員の姿がある学校を変えていく取り組みとして注目される。
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3.隠岐島前高校をはじめとする「離島・中山岡地域の高校魅力化・活性化事業J
の取り組みから

島根県がすすめる「離島・中山間地域の高校魅力化・活性化事業」。その背景には，若者の多

くが卒業後.進学や就職のために都市部へ流出し人口も減少.超少子高齢地域となり.高校

も統廃合されていくという日本が抱える大きな課題がある。こうした学校と地域の危機に対す

る取り組みとして「隠岐島前高校魅力化プロジェクトJが2008年から始まり.隠岐島前高校は.
NHKの『視点・論点jでもその取り組みが紹介され.書籍にもなっている。

島根県教育委員会は， 20日年から魅力化の取り組みを県の隠岐島前高校以外の地域でもすす

めている。島根県の離島中山間地域の高校と地域が連携し東京で説明会を開催するなど「チー

ム島根Jとしての息吹が感じられる。全国の過疎地域では高校の統廃合が続き.地域の高齢化
がすすむ。島根の事例から他地域でも学校経営に生かせる取り組みを探るために.私を含め3

名の教員は2015年 津和野高校へ調査に伺った。

津和野高校での取り組みは.まだ隠岐島前高校に比べて日が浅い。高校魅力化コーデイネー

ターを校内と町教育委員会に配置し.今までの教職員のアイデアだけでなく様々な取り組みを

すすめている。高校のそばに高校生の半数以上が通う町営の塾を配置し総合的な学習の時間

のカリキュラム作成や学校案内の作成.ホームページやポスター作成，文化祭やキャリア教育

などに東京の大学や大学院を卒業したコーデイネーターが教員との協働で取り組んでいる。コー

デイネーターの人脈でなかなか呼ぶのが難しい講師を招いた講演会の開催.総合的な学習の時

間が変わったことなどの話を聞かせてもらう中で学校が活性化しているのが感じられる。こう

した.外部の人材を学校運営の中に参画させていくためには，校長のマネジメントの在り方が

問われることになるが，校長.教頭ともにとても明るく器の大きい人材であり，少しでも良い

アイデアならすぐ実行する良好な管理職との関係が感じられた。そして年度末には.町議会で

高校生がまちづくりの提案を行うというところまで取り組みが進化したことを， 2016年2月に

調査に訪れた学生から聞くことができた。

隠岐島前高校の校長が語っている言葉に， r学校は.生徒だけでなく教員も成長していく場所
です。この隠岐島前高校の取り組みは教育の未来を担う我々にとってもかけがえのないもので

すJ(山内ほか， 2015)とある。教員と学校の魅力化のメンバー.地域の人々との協働がそこに

は見られる。生徒.保護者.教員 住民などさまざまな関係者との対話を積み重ねた魅力化構

想の柱は「グローカル人材の育成」である。隠岐島前高校は.文部科学省のSGH(スーパー・

グローパル・ハイスクール)ゅの指定を受け.シンガポールでの研修を開始している。多くの移

民を受け入れる多文化共生コミュニテイのシンガポールの課題から. 1ターンや島留学生を受

け入れる島前が多文化協働のコミュニティづくりのヒントが得られるかもしれないという研修

であり，シンガポール国立大学との交流で高校生が大学生と英語でデイスカッションを行うと

いう企画であるo この学校で教員は「地域学Jと「夢探求jという学校設定科目に取り組む。
こうした中で.教員が教員以外の人と協働する中で スライドや映像 音楽を使った授業を取

り入れ「チームJをつくり 文化として定着させていくという「チーム島前Jが出来上がって
いく。また.県教委の派遣である社会教育主事が島前高校に席を置き.小学校教員出身の社会

教育主事が県立学校に入ることで 保育→義務教育→高校教育→グローカル人材という協働に
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よる教育が生まれることにつながっている。

隠岐島前高校を変えるために町長の依頼に応えた島根県教育魅力化特命官の岩本悠が『未来

を変えた島の学校j(山内ほか， 2015)の中で、語っていることは， i大人が変われば子どもが変

わる。子どもが変われば未来が変わる」であり.心がつながり一つの目標に向かつてチームで

協働することが成果を生み出すことにつながる。 2015年12月の中教審答申「新しい時代の教育

や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策についてJには，
地域協働本部.コミュニテイ・スクールというキーワードが何度も登場するが，島根県の高校

魅力化は.地方創生と高校の魅力化としで注目される取り組みである。

U 効果を生み出す学校運営と学校組織

Eであげたいくつかの事例をもとに， i効果を生み出す学校運営と学校組織Jにはどのような
特徴があるかをまとめると.次の3つのポイントをキーとしてあげることができる。それは「協

働的な教師文化Ji学校の経営理念と校長のリーダーシップJiミドルリーダー」である。この

3つのポイントは，効果を生み出す学校運営に欠かせないものであり相互に重なり合う関係と

なるが，こうしたポイントがどのように関係し効果を生み出すのか，全体を通してみえてきた

ものは，以下のとおりである。

1 .協働的な教師文化

葛上秀文 (2009)は.教師文化の問題に触れ，佐藤学が示す「再帰性Ji不確実性Ji無境界
性jという教師文化の特徴をあげている。「再帰性Jとは，教育が上手くいかない要因を外部
(保護者，子ども，社会など)に求めたとしても，その批判が教師自らに返ってくることであ

り，そのために学級や学年に居場所を求め，外部からの視線をできるだけ避けるようにする，

というものである。

「不確実性」とは，昨年度うまくいった実践が今年度うまくいかない，学級が変わると全く異

なる授業になってしまうという状況である。「無境界性Jとは，教師に求められる役割が際限な
く広がり.専門性を発揮する領域が不明確になっていることを指す。家庭内の問題にまで介入

していかざるを得ない状況，給食費の集金に気を遣う状況.部活動の指導のため土日も学校に

出ていかざるを得ない状況がある。学習指導要領が求める子どもたちに確かな学力と豊かな人

間性を獲得させることに十分手が回らない状況がある。

一方.永井聖二 (2000)は， i個人主義が進行する中で.教師たちは.学力の格差.生徒指導
の問題状況の背景などの事実を学校全体の問題として明示化することを避け，自らの影響力の

及ぶ範囲内でその事実を構成することによって，それらの問題に対処する。これは.教師一人

ひとりが，学級などで生じる問題を主体的に判断できるということで一定の自律性の維持に貢

献してきたが，学級の問題はもっぱら担任が対応すべきという孤立化を引き起こす結果ともなっ

ている」と述べている。

こうした教師文化の問題について葛上 (2009)は，教師文化の変革において協働という視点

を積極的に導入したハーグリープス (1994)の研究をあげ， i教師文化を内容でなく形態に注目
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して次の4つに類型化している。①個人主義:教師聞のつながりがなくそれぞれがバラバラに

教育を行っている状況.②グループ分割主義:少人数のグループがいくつも学校内にでき.小

グループ聞のつながりは少なく，それぞれバラバラに教育を行っている状況.③協働的文化:

同僚教師聞に相互の開放性と信頼性.支援性が構築された状況.④仕組まれた同僚性:校長や

教育委員会レベルから.協働的な活動を浸透するよう圧力がかけられている状況。葛上は③が

理想的とすべきだが④から③に移行することが現実的には望ましいとしたJ。また.由布佐和
子(1999)は一見協働的に見えているこつの事例をあげ.i一方の学校は.管理職がトップダウ

ンで進めるため，教師間の交流は会議などに限られ.その参加者もそれぞれ限定されているた

め.教師が学校の総体を知る機会は限られていたという。それに対してもう一方の学校は.管

理職と教師の聞の敷居が低く.日常的なやりとりの中で.子どもの理解や学校としての指導方

針が共有されている状況を描き出し両者の聞に越えがたい溝があることを示しているJ。
葛上 (2009)は rf力のある学校j研究で第ーにあげられているのが.r気持ちのそろった教
職員集団jである。欧米の場合最も重要な要因としてあげられているのは f校長のリーダーシッ

プjである。しかし日本の場合，校長に与えられる権限が欧米のそれに比べ限定的であること

もあり，校長だけがリードするのではなく教務主任や学年主任などのミドルリーダーのリーダー

シップも重要になるJと述べている。教師たちが働きやすいと感じるのは.的確に指示を出し
てくれるリーダーと焦点化された学校の取り組みにある。また.多くの教師に自分の思いを言

える状況が生まれ.それが生かされていると実感できる場があると教師が認識できるようにす

ることがリーダーシップの重要な要素である。これは.会議だけでなく学校の中の日常的なや

りとりの中で行われ.経営に生かされていると認識されることが重要である。さらに.管理職

に話したら何とかなるとし寸信頼感は.チームワークで動く教員集団にとって最も大切である。

大阪市立大空小学校の学校運営をみると.校長と教職員との垣根が低く.学校運営の組織が

シンフ。ルな状況が伝わってくる。学校は一つのチームであり.校則もなく.たった一つの約束

「自分がされて.いやなことは人にしない 言わないJだけがある。子どもも大人もこの約束を
徹底して守り.授業をしていてもこの約束が守れなかったときは「やり直しの部屋(校長室)J

に来る。管理職と教師の信頼感があり.子どもにとって教職員は.すべて話を聞いてくれる大

人という扱いになっている。

Eの2.で紹介した学校も.先輩教師と若手教師の問の信頼関係があり. ミドルリーダーの発

揮するリーダーシップが同僚性を高めている。集団づくりや教科指導.総合的な学習の時間の

取り組みなと徹底した同僚性が学校文化となっているo ここで、育った教師が管理職となりスクー

ルアイデンティティというべきものが構築されている。

葛上 (2∞9)は「力のある学校jの特徴を.i大人たちがチームになることにより.子どもた
ちの中にもいい形のチームが生まれる。そうした意味においても.チームワークは極めて重要

な意味を持つJと述べている。

2.学校経営の根幹協働的な教師文化の構築

地域から信頼され.子どもたちが楽しく元気に学ぶ学校づくりには.協働的な教師文化の構

築が必要なことは今まで述べてきたとおりである。この高め合う協働的な教師j文化を構築する
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ためには. どのような学校経営の理念が必要なのであろうか。こうした教師文化の成立につい

て葛上 (2009)は「学び合い育ち合う同僚性Jr信頼感にもとづくチームワーク」がその特徴を
なしそれらを支える「リーダーシップJという構造になる.とまとめている。そこに.この
協働的な教師文化を維持していく上での大きなポイントとして 新しく赴任したものを溶け込

ませていく「仕掛けJと従来からの構成員が改善を常に進める中で獲得した「コミュニケーショ
ン力Jをあげている。この「仕掛けJとしてEの2.にあげている学校では 宿泊を伴う教職員
の合宿を実施している。教科指導，生徒指導，学級運営などすべて徹底して学年で相談して決

め.子どもの情報共有をどの教師に質問しでも答えが返ってくるというレベルまで徹底してい

る。明らかに学級ではなく学年全体で取り組んでいくことがチーム力を高め.教師聞の力量の

差を極めて小さくして効果をあげているといえる。こうした教師文化の構造を葛上 (2009)は

図2のように示している。

。Iコミュニケーシヨンカ| 勺
|同僚性(高め合い)| 相互に高め合う協働的な教師文化 |チームワーク(協働)I 

応 |リーダーシップ|

図2 協働的な教師文化の構造(葛上 (2009))

協働的な教師文化を構築していくためには.教育委員会の姿勢も重要な役割を担っており.

学校が落ち着色学力の向上などに成果が出てきた後も.より学校の取り組みを支援するよう

な資源の投入が必要である。さらに， 20日年12月の中教審答申「これからの学校教育を担う教

員の資質能力の向上について」が述べているように 「学び続ける教員の養成段階から研修まで

の資質能力の向上施策を教育委員会.大学等の関係者が一体となって体系的に取り組む体制の

構築が不可欠であるJ。そうした体制を構築するために.大学教員は.絶えず継続的に学校現場
や教育委員会との取り組みを協働で行い.その経験を大学における教員養成の中で生かしてい

くことが重要である。

3.学校の経営理念と校長のリーダーシップ

教職員の同僚性が重要なのは上述した通りであるが.校長のリーダーシップと経営理念はいっ

たいどのようなものかを考えてみたい。この点に関していえば，よくマスコミ等で取り上げら

れるのが学力の問題であるo 特に，全国学力テストの学校ごとの平均点の開示についてよく首

長の意向として開示する等のニュースがよく報道された。

ところが， rr力のある学校」の探究j(志水編， 2009)や『学校を改革するj(佐藤.2012) 
などの書籍で紹介される事例は，地域の子どもたちの実態を踏まえて，授業のシステムを学び

合う集団にっくりかえた取り組みや人権を重点に学力保障をかかげて集団づくりを徹底して取

り組む等の中で，結果として学力も向上したという事例がほとんどである。こうした事例は.

学校の課題をしっかりと経営理念にかかげ.管理職とミドルリーダーがリーダーシップを発揮

-76ー龍谷紀要第38巻 (2016)第l号



し垣根の低い教職員の同僚性(チームワーク)がしっかりと構築されて学校が動いているケー

スである。

こうした学校の取り組みをみるといくつかの学校経営の目標がみえてくる。まず.管理職や

ミドルリーダーが学校の状況をどのように把握しているかが.効果的な学校運営を生み出すポ

イントになる。共通にみられる点としては，リーダーが，教職員の意識の中に，危機意識を生

み出すところからはじまる。ジョン・コッター (2003)は「変革に成功した事例をまとめると.

第一段階として危機意識を高める。第二段階として変革推進チームを作る。第三段階，適切な

ビジョンをつくる。第四段階，変革のビジョンを周知徹底する。第五段階.従業員の自発的な

行動を促す。第六段階.短期的な成果を生む。第七段階さらに変革を進める。第八段階.変革

を根付かせる。という八段階Jを示している。これは.学校改革の場合にも当てはまる。日常
的な教育活動の中に危機意識があるかどうかは.学校経営の大きなポイントである。学校が落

ち着いていれば大丈夫ということは決してない。学校の危機は.突然やってくることもある。

例えば.都市部でマンションが建設されるとか.大きな工場が建設され.外国人労働者の子ど

もたちが入学することになったとか.様々なケースがありうる。こうした，急に環境が変化す

る場合以外に.日常の子どもたちの状況をしっかりと把握しそこから課題が分析されて教職

員に提示されているかどうかも大きなポイントである。絶えず.子どもたちの状況を分析し

学校改革に繋ぐことが管理職をはじめとするリーダーの重要な役割である。

学校が変わっていくいくつかの事例をみてみると様々なケースがある。

(1)研究開発等における教員の協働

これは.例えば高等学校では.SSH (スーパー・サイエンス・ハイスクール)(4). SGHなどの

研究指定に取り組む場合である。小中学校においても.文部科学省や都道府県教育委員会.市

町村教育委員会などの指定により様々な取り組みが進められている。また.JRC (青少年赤十

字)(5)などの団体との連携による活動など様々な取り組みが学校において行われている。こうし

た取り組みを行うには.管理職のリーダーシップと実際に研究を進める教職員の協働が大きな

ポイントになる。優れたリーダーのもとでは.フォーマルな会議よりもインフォーマルな教職

員の打ち合わせが絶えず繰り返され成果を生み出している。こうした研究開発の場合.成果を

生むのは.教職員の仲が良いかどうかという仲間意識が大きい。取り組みの中に楽しい状況を

作り出すのもリーダーの役割であり.学校運営の中心となる管理職のコミュニケーション力が

大きな鍵となる。

(2) 学校づくりの中心に何を据えるか

これは.校長を中心とした経営理念の問題であり，教職員に明確に示され，全員がそれを学

校の教育目標として，共通理解して動いているかどうかということになる。

この何を中心に取り組むかについて.先ほど述べた研究開発に取り組むというものがあるが.

こうした指定による取り組みは.指定後もその学校の特色として根付いていく場合もあれば.

しばらくすると影をひそめてしまう場合もある。ある高校の場合，たまたま教育委員会の依頼

により.小学生の親子を対象にした理科教室をしないかと頼まれ.科学系の部活動の顧問をし
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ていた理科教師が親子の理科実験に取り組んだ。アシスタントに部活動の生徒も参加して取り

組んだところ.はじめは参加者が思うように集まらず.知り合いの教職員親子に参加してもら

い何とか実施していたが.数年後には口コミでその面白さが伝わり 定員40名のところに160名

の希望者が集まるようになり，理科の教師全員で取り組む恒例の行事になったという例がある。

この学校は，その後，文部科学省のSpp(サイエンス・パートナーシップ・プログラム )(6)の指

定を受けて生徒の授業に効果を発栂するようになり.現在はSSHの2期目の指定を受け取り組

むようになっている。いつの間にか，この高校の志願者のうち 3分の2は.将来理系を志望す

る生徒が占めるという学校になっている。

また最近の報道では.越谷市立東越谷小学校のように国語の学力向上のため全校児童が授業

で漫才に取り組む.というユニークな試みを始めたところもある。

そうした取り組みもあるが どの学校でも共通して取り組める可能性がある事例を紹介する

と.まず浮かぶのは，佐藤学が提唱する「学びの共同体の実践Jである。筆者は.この実践を
続けている東京大学教育学部附属中等教育学校や静岡県立沼津城北高校などの取り組みを視察

に行っているが，これは佐藤 (2012)が述べている「学びの質と平等を同時に追求する21世紀

の学校Jである。滋賀県大津市の小中学校は全校でこの取り組みを進めているが.教育システ
ムとしてこの学びの共同体がしっかりと浸透し.全教師がすべての授業を開き，授業を中心に

据えて子どもたちの学びを中心とした教職員の同僚性がしっかりと築いていけるかどうかが大

きな鍵となる。一部の校長からは.学びの共同体を実施して，子どもたちの問題行動が減少し

たという報告を聞いている。

この取り組みによって.荒れた学校を変えていった取り組みは佐藤 (2012)が様々な告:籍等

で紹介している。

そのほかに.学校づくりの中心に，仲間づくりと学力保障を据えて学校づくりを行った事例

やインクルーシプを中心に据えた取り組みというのもある。大阪市立大空小学校は.特別支援

学級がない。特別支援が必要な子どもたちも通常学級でともに学んでいる。

堀家由紀代 (2009)はインクルージョンをキーワードとして取り上げ.rわが国の障害児教育
が特別支援教育となり.学力論争とインクルージョンというキーワードは少しずつではあるが

接近を試みることとなっている」と述べている。また.これは「社会的に排除されてきたマイ

ノリテイ・カテゴリーをメインストリームの中に包摂するということであるJさらに.rこうし
た様々な条件によって，学校システムは多様な挑戦を受けているのである」とも述べ.r子ども
を成功裡に教育する方途を見つけなければならないJとまとめている。

rr力のある学校Jの探究J(志水編.2009)に紹介されている学校は，多様なニーズを持つ子
どもたちの教育に成果を上げているインクルーシプな学校であるということもできる。また，

基本的にコの字型に机を配置して 3~4 人グループで取り組まれる学びの共同体の学習はイン

クルーシブな教育という点からも注目される学習システムであるといえる。

佐藤 (2015)は『専門家としての教師を育てるjにおいて「教師教育カリキュラムの構造」

の中で「専門的学び」として二つの領域をあげている。その一つの領域は「共同体」であり.

学校経営における協力と共同の必要性.教師の研修における同僚性の構築などをあげている。

中教審答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について~学び合い.高め合う
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教員育成コミュニテイの構築に向けてJにも.佐藤が述べる理念が盛り込まれている。これか
らの学校経営を考えるとき，大学での教員養成段階からアクテイプ・ラーニングを取り入れた

教育の中でも「共同体」の領域を備えた教員を養成していく必要がある。

V.おわりに

芝山明義 (2009)は， r学校改善がうまく機能している場合は.①そこで教員研修の活性化
があること.②スクールリーダーの存在でそれがトップダウン型よりも.分権的.参加型のリー

ダーの存在の場合改善は進展するjと述べている。また， rすべて一つの基準で改善するのは不
可能で，基準は単純化しても多様な戦略をとることが重要だという知見が得られているJとし.
「学校改善研究はポジテイブな学校文化形成に同僚性をベースにした協働が必要なことを明らか

にしてきた」と述べている。

今回事例としてあげた学校は.管理職のリーダーシップ， ミドルリーダーの存在と教職員の

同僚性.管理職を含めた垣根の低さ.チームとしての力といったキーワードが効果的な学校運

営を生み出すことを教えてくれる。この中にみられる特徴としては，かつての学級王国という

姿はみられなくなり.学年全体，学校全体で子どもたちを育てるという学校の姿である。また，

学校教育を大きく左右する教育政策の影響は学校づくりにどのような影響を与えるのか.こう

した諜題についても考察していかなくてはならない。 2018年に予定されている教育政策の変化

は学校教育にどのような影響を与えることになるのか。課題が山積する中での学校づくりには

目が離せない状況がある。

今後の教育の成果を考えるとき 学校づくりを担う教職員組織の在り方と協働による実践の

継承が期待されるとともに求められている。

【注]

(1) TALIS (Teaching and Learning International Survey:同際教員指導環境調査)とは，学校の学習環境と

教員の勤務環境に焦点を当てた.OECDの国際調査である。職能開発などの教員の環境.学校での指導状

況.教員への評価やフィードパックなどについて.国際比較可能なデータを収集し教育に関する分析や

教育政策の検討に資することをめざしている。

(2) 伊佐夏美 (2009)が『力のある学校jの中で.要保護率や単身家庭半.全日制高校への進学率.通塾率か

ら議論をわかりやすくするために「しんどい」学校.r落ち着いた」学校というこつの学校のタイプ分けを
行ったもの。

(3) 文部科学省が高等学校等を指定し.グローパル・リーダー育成に資する教育を通して.生徒の社会課題に

対する関心と深い教義.コミュニケーション能力.問題解決力等の凶際的素養を身に付け.もって.将来.

国際的に活践できるグローパル・リーダーの育成を図る目的で2014年度から取り組んでいる事業である。

(4) 文部科学省が高等学校等を指定し先進的な理数教育を実施するとともに.高大接続の在り方について大

学との共同研究や.国際性を育むための取り組みを推進し創造性.独創性を高める指導方法.教材の開

発等の取り組みを実施している事業である。

(5) 青少年赤十字は.児童・生徒が赤十字の精神に基づき.世界の平和と人類の福祉に貢献できるよう.日常

生活の中での実践活動を通じて.いのちと健康を大切に.地域社会や世界のために奉仕し.世界の人びと

との友好親普・の精神を育成することを目的として.様々な活動を学校教育の中で展開するものである。

(6) 科学技術振興機構(jST)が大学や科学館.NPO法人等と学校や教育委員会連携して講座などを実施し
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科学技術.理科.数学に関する観察.実験.実習等の体験的・問題解決的な学習活動を支援する取り組み

である。
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